
4 総事業費 千円

事務事業評価＆総合計画実施計画調査シート 事業種別 継続 単独 事業類型 Ⅰ ソフト事業 ２次評価対象分

コード 名               称 区分 コード 名            称 事業実績

事業名 140-1 自治振興費
会計 01 一般会計

活動指標 単位
実績値 目標値

款 02 総務費 H17 H18 H19 H20

基　本
施　策

12 犯罪や交通事故を未然に防ぐ
項 01 総務管理費

街路灯設置費補助金交付箇所 ヶ所
目標 ― 目標 250

315 300
目 14 自治振興費 実績 280 実績 275

施　策 5 防犯施設の整備（再掲63－1）
細目 101 自治振興経費

街路灯維持管理灯数 灯
目標 ― 目標 10730

11045 11345
細々目 01 自治振興経費 実績 8112 実績 10730

基本計画該当頁 87 行革大綱の重点事項番号 目標 ― 目標

担当部課
コード １００１００ 評価者

氏　名
坂口　孝一 連絡先

22 - 9639 実績 実績

名称 生活環境部　市民生活課 (内線) 2511

評価指標

事業の計画・内容
事業の成果を測る指標 指標設定の考え方 単位

実績値 目標値

事
業
目
的

対象等（何を、誰を） 成果（どうなるのか） H17 H18 H19 H20

街路灯の設置及び維持を行う自治会
夜間の住環境が改善される。

対象者適用比率
街路灯設置相談自治会数を分母、補助事業実施自治
会数を分子とする対象者適用比率を指標とした。 ％

目標 100 目標 100
100 100

実績 93 実績 100
目標 目標

実績 実績

（※対象件数 281自治会 ）
根拠法令・要綱等 街路灯設置費補助金交付要綱

開始年度 平成 16 年度
関連事業 地区公民館設置費補助金交付要綱、掲示板設置費補助金交付要綱

評価

本
年
度
事
業
内
容

終了
・自治会が街路灯の設置に対し、事業費の1／2以内とし、1灯
当たり25,000円を上限に予算の範囲内で補助を行う。
・自治会が自ら維持管理する街路灯の年間電気料の一部
（20Wの電気代の1か月分の1／2＊12ヶ月＊灯数）を予算の範
囲内で助成する。

年度年度 平成

状
況
変
化
等

Ｈ１９年度から、地区街路灯維持管理経費補助金交付要
綱を制定を目指す。 必要性

評価項目

4

ポイント 評価項目についてのコメント
街路灯を増設することにより、犯罪の抑止等の効果が期待できるが、自治会からの危険箇所を勘案した申請とすることと、
本事業による助成により積極的な設置を喚起できる。

有効性 4
本事業により、街路灯の設置が順調に進んでいる。

達成度 4
自治会からの街路灯設置相談に対して、本事業で助成することができた。

効率性 4
電気料の一部助成については、電力会社の請求灯数を確認した上で実灯数分を補助する。整

1

備内容

建設用地

運営体制

1 運営主体

　委託先
2 建設面積（延床面積）

3 規模・構造

2 配置（予定）人員 人

A

総合評価

現状維持

事業の方向性

１９年度から地区街路灯維持管理経費補助金交付要綱を制定した。電力会社の請求灯数により補助金を交付する。

改善についての取り組み

3
4
年間運営費
市内の類似施設

千円

進
　
捗
　
状
　
況

年度

事
業
内
容

平成１７
事 業 内 容

年度
数量

 決算内容
金  額 事 業 内 容

平成１８
数量
年度 決算

金  額
内容

事 業 内 容
平成１９

数量
年度 計画

金  額
内容

事 業 内 容
平成２０

数量
年度 計画

金  額
内容

事 業 内 容
平成２１

数量
年度 計画

金  額
内容 平成２２

事 業 内 容 数量
年度 計画

金  額
内容

委託
　

単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円)
単位

(千円)
街路灯設置費補助金 280 灯 4,083 街路灯設置費補助金 275 灯 4,146 街路灯設置費補助金 315 灯 4,000 街路灯設置費補助金 300 灯 4,000 街路灯設置費補助金 300 灯 4,000 街路灯設置費補助金 300 灯 4,000
街路灯維持管理経費 ### 灯 8,275 街路灯維持管理経費 ### 灯 9,000 街路灯維持管理経費補助金 ### 灯 9,000 街路灯維持管理経費 ### 灯 9,000 街路灯維持管理経費補助金 ### 灯 9,000 街路灯維持管理経費補助金 ### 灯 9,000

工事

進捗率
(％)

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
事業費計(A) 　 Σ 12,358 事業費計(A) 　 Σ 13,146 事業費計(A) 　 Σ 13,000 事業費計(A) 　 Σ 13,000 事業費計(A) 　 Σ 13,000 事業費計(A) 　 Σ 13,000

事業投入人員 人件費（Ｂ） 0.3 人 2,160 人件費（Ｂ） 0.3 人 2,160 人件費（Ｂ） 0.3 人 2,160 人件費（Ｂ） 0.3 人 2,160 人件費（Ｂ） 0.3 人 2,160 人件費（Ｂ） 0.3 人 2,160

フルコスト　（Ａ）＋（Ｂ） 14,518 15,306 15,160 15,160 15,160 15,160

事業費（人件費除く）の財源内訳
（Ａ） 事      業      費 12,358 13,146 13,000 13,000 13,000 13,000

Ａ
の
財
源
内
訳

国庫支出金
県 支 出 金
地   方   債
受益者負担
そ   の   他
一 般 財 源 12,358 13,146 13,000 13,000 13,000 13,000
計 12,358 13,146 13,000 13,000 13,000 13,000

備
考

その他特定財源の名称・補助基本額・
率
地方債の区分と充当率等

直営 指定管理 民間委託等直営 指定管理 民間委託等
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